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注 意 事 項

 試験開始の合図があるまで，この問題冊子の中を見ないこと。

 試験中に問題冊子の印刷不鮮明，ページの落丁・乱丁および解答用紙の汚れ等に気付いた場合は，手を挙げて監督者に申し出

ること。

 解答は別に配付する解答用紙の該当欄に正しく記入すること。ただし，解答に関係のない語句・記号・落書き等は解答用紙に

書かないこと。

 解答用紙上部に印刷してある受験系統コード，受験番号，氏名（カタカナ）を確認し，氏名欄に氏名（漢字）を記入すること。も

し，印刷に間違いがあった場合は，手を挙げて監督者に申し出ること。

一般選抜（系統別日程）
●社会科学系統

◇Ｍ７１（５７２―７５３）



〔Ⅰ〕「企業会計原則」および「企業会計原則注解」に関する問�と問�に答えなさい。

問 １ 以下の文章（�）から（�）は「企業会計原則」または「企業会計原則注解」の一部である。空欄部分からにあてはまる適

切な語を語群のなかから選んで記入しなさい。

（�）「企業会計は，予測される将来の危険に備えて，慎重な判断に基づく会計処理を行わなければならないが，過度に

（  ）な会計処理を行うことにより，企業の財政状態及び経営成績の真実な報告を歪めてはならない。」

（�）「企業会計上（  ）が問題とされるのは，一つの会計事実について二つ以上の会計処理の原則又は手続の選択適

用が認められている場合である。…（中略）…なお，正当な理由によって，会計処理の原則又は手続に重要な変更を加

えたときは，これを当該財務諸表に注記しなければならない。」

（�）「企業会計は，財務諸表によって，利害関係者に対し必要な会計事実を（  ）に表示し，企業の状況に関する判

断を誤らせないようにしなければならない。」

（�）「資本剰余金は，（  ）取引から生じた剰余金であり，利益剰余金は（  ）取引から生じた剰余金，すなわち

利益の留保額であるから，両者が混同されると，企業の財政状態及び経営成績が適正に示されないことになる。」

＜語群＞

曖 昧 安 定 性 一 貫 性 営 業 永 続 性

革 新 的 簡 潔 金 融 継 続 性 財 産

自 己 資 本 資 産 資 本 出 資 冗 長

慎 重 損 益 挑 戦 的 伝 統 的 投 資

保 守 的 明 確 明 瞭 利 益 連 続 性

問 ２ 正規の簿記の原則では「企業会計は，すべての取引につき，正規の簿記の原則に従って，正確な会計帳簿を作成しなけ

ればならない」とされるが，一方で厳密な会計処理によらずに消耗品等で，購入時に全額を費用処理する方法も認められ

ている。こうした方法を容認する会計原則の名称を答えなさい。

〔Ⅱ〕下記の（�）から（�）の取引の仕訳を行いなさい。

（�） リース会社から調達した備品について，リース料￥４６，０００を現金で支払った。この備品は当期首にリース会社から

ファイナンス・リース取引により調達したものであり，リース期間は�年である。備品の見積現金購入価額は￥１８０，０００

で，減価償却は定額法，残存価額ゼロ，耐用年数はリース期間と一致する。記帳方法は間接法を用い，利子抜き法により

処理する（支払利息の配分には定額法を適用）。

（�） 保有株式の配当金￥２４０，０００（源泉徴収税額２０％控除後）が当座預金口座に振り込まれた。

（�） 出張する社員に旅費交通費として￥１００，０００を支払っていたが，同社員が出張から戻り精算したところ，旅費交通費は

￥１１８，０００と判明した。なお，差額は現金で支払った。

（�） 他国の得意先から２，０００ドルの売掛金の支払いがあり，取引銀行で円貨に両替して普通預金に預け入れた。売掛金が発

生した際の為替相場は�ドルあたり￥１２０であったが，このときは�ドルあたり￥１２２であった。

（�） 電子記録債権￥４５０，０００を，取引銀行を通じて譲渡し，電子債権記録機関への記録が行われた。その際，譲渡代金から

手数料￥３，８００を差し引いた残額が当座預金口座に振り込まれた。
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〔Ⅲ〕下記の＜資料Ⅰ＞�月�日から�月２５日までの仕訳と＜資料Ⅱ＞�月２６日から�月３１日までの取引をもとに，現金・当

座預金・売掛金・買掛金の次月繰越の金額を計算し，さらに売上の貸方合計金額，仕入の借方合計金額を計算しなさい。な

お，商品売買の記帳は�分法を採用している。また，現金・当座預金・売掛金・買掛金の前月繰越額は次のとおりである。

現金 ￥１５０，０００ 当座預金 ￥３００，０００ 売掛金 ￥１４０，０００ 買掛金 ￥５００，０００

日 付 借方科目 借方金額 貸方科目 貸方金額

５/ １ 現 金 １，５００，０００ 借 入 金 １，５００，０００

５/ ２ 当 座 預 金 １，５００，０００ 現 金 １，５００，０００

５/ ２ 備 品 １００，０００ 現 金 １００，０００

５/ ２ 仕 入 ８００，０００ 買 掛 金 ８００，０００

５/ ７ 現 金 １，２００，０００ 売 上 １，２００，０００

５/ ８ 売 掛 金 ５００，０００ 売 上 ７００，０００
当 座 預 金 ２００，０００

５/ ９ 買 掛 金 ８００，０００ 当 座 預 金 ８００，０００

５/１２ 給 料 ８００，０００ 現 金 ８００，０００

５/１２ 現 金 ６０，０００ 有 価 証 券 ６０，０００

５/１５ 支 払 利 息 ５０，０００ 現 金 ５０，０００

５/１６ 現 金 ５０，０００ 備 品 １００，０００
備品減価償却累計額 ６０，０００ 固 定 資 産 売 却 益 １０，０００

５/１６ 買 掛 金 ８０，０００ 仕 入 ８０，０００

５/１９ 貸 倒 損 失 ３０，０００ 売 掛 金 ３０，０００

５/１９ 仕 入 ６００，０００ 買 掛 金 ６００，０００

５/２０ 売 掛 金 ９５０，０００ 売 上 ９５０，０００

５/２１ 当 座 預 金 ９００，０００ 売 掛 金 ９００，０００

５/２２ 売 掛 金 ４５０，０００ 売 上 ４５０，０００

５/２３ 当 座 預 金 ２００，０００ 売 掛 金 ２００，０００

＜資料Ⅰ＞

＜資料Ⅱ＞

５/２６ 買掛金￥５００，０００の支払いのため，小切手を振り出した。

５/２７ ５/２０に掛取引により商品を販売した得意先より，商品￥１００，０００が返品された。

５/２８ ５/２０に借入金￥１，０００，０００の返済のため，小切手を振り出していたが，これが未記帳であった。

５/２９ 仕入先より商品３００個を＠￥１，２００で購入し，代金は来月末に支払うこととした。

５/３０ 得意先より売掛金￥１４０，０００の支払いとして小切手を受け取った。

５/３０ ５月分の家賃￥２００，０００の支払いにあたり，小切手を振り出した。

５/３１ 現金を保管している金庫を実査したところ，帳簿残高よりも￥３，０００少ないことが判明した。原因は不明なため，

現金過不足勘定で処理することとした。
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〔Ⅳ〕当社の次の＜資料Ⅰ＞決算整理前残高試算表および＜資料Ⅱ＞決算整理事項等にもとづいて，解答用紙の損益計算書を完成

させなさい。なお，会計期間は X�年�月�日から X�年�月３１日までの�年である。

残 高 試 算 表

X�年�月３１日 （単位：円）

借 方 勘 定 科 目 貸 方

４７５，０００ 現 金

３２２，５００ 当 座 預 金

１２０，０００ 売 掛 金

貸 倒 引 当 金 ２，２５０

１５６，０００ 繰 越 商 品

４２０，０００ 売買目的有価証券

４６０，０００ 満期保有目的債券

２，２５０，０００ 建 物

建物減価償却累計額 ５２５，０００

７５０，０００ 備 品

備品減価償却累計額 ２７０，０００

２５０，０００ 子 会 社 株 式

買 掛 金 ２８０，０００

借 入 金 ４８０，０００

資 本 金 ２，５００，０００

繰 越 利 益 剰 余 金 ７８３，７５０

売 上 （ ）

有 価 証 券 利 息 １０，０００

２７６，０００ 仕 入

１０９，４００ 給 料

９６，６００ 支 払 家 賃

５８，８００ 水 道 光 熱 費

１８，０００ 広 告 宣 伝 費

４，８００ 支 払 利 息

３，９００ 固 定 資 産 売 却 損

（ ） （ ）

＜資料Ⅰ＞ 決算整理前残高試算表（空欄内は各自で推測すること）

＜資料Ⅱ＞ 決算整理事項等

１．現金の実際有高は￥４５０，０００であり，理由を調査したものの，その原因は判明しなかった。

２．売上債権の期末残高に対して，差額補充法により�％の貸倒引当金を設定する。

３．期末商品棚卸高は次のとおりである。なお，商品売買の記帳は�分法を採用している。また，商品評価損は売上原価に

算入し，棚卸減耗損は原価性はあるが売上原価に算入しない。

帳簿棚卸数量

１，１００個

実地棚卸数量

１，０５０個

原価

＠￥１２５

正味売却価額

＠￥１２０

４．満期保有目的債券（額面￥５００，０００，年利�％，利払は�月末・�月末，償還期間は	年）は前期の期首に発行と同時に

取得した国債であり，取得原価と額面金額との差額は金利調整差額と認められるため，償却原価法（定額法）を適用する。
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５．満期保有目的債券を除く有価証券の期末時点での時価は次のとおりである。なお，B社は当社の子会社である。

銘 柄 所有目的 帳簿価額 時 価

A 社 売買目的 ￥４２０，０００ ￥４００，０００

B 社 支配目的 ￥２５０，０００ ￥２１０，０００

６．固定資産の減価償却を次のとおり行う。

建 物 定額法，耐用年数３０年，残存価額 零（�）

備 品 定率法，償却率 年２０％

７．支払家賃は，毎期同額を�月�日に向こう�年分として支払っている。

８．広告宣伝費は，毎期同額を１２月�日に向こう�年分として支払っている。

９．水道光熱費について未払分￥１，３００を計上する。

１０．法人税，住民税及び事業税として￥５６，４００を計上する。
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